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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自 平成14年
  ８月１日
至 平成15年
  １月31日

自 平成15年
  ８月１日
至 平成16年
  １月31日

自 平成16年
  ８月１日
至 平成17年
  １月31日

自 平成14年 
  ８月１日 
至 平成15年 
  ７月31日 

自 平成15年
  ８月１日
至 平成16年
  ７月31日

売上高 (千円) 4,890,334 4,903,927 4,765,914 8,486,454 8,654,163

経常利益又は経常損失
(△) 

(千円) △78,989 21,746 294,392 △377,958 △245,680

中間純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) △63,779 △358,190 256,553 △358,385 △620,019

純資産額 (千円) 1,677,804 1,040,666 1,161,891 1,427,978 806,883

総資産額 (千円) 7,435,587 7,584,425 7,052,911 6,629,501 6,655,006

１株当たり純資産額 (円) 685.42 425.13 394.19 583.36 329.67

１株当たり中間純利益又
は１株当たり中間(当期)
純損失(△) 

(円) △26.06 △146.33 99.41 △146.41 △253.30

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 22.6 13.7 16.5 21.5 12.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △430,419 △620,010 △391,577 39,925 182,587

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △722,277 △207,198 171,507 △1,203,178 △339,175

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,240,670 1,075,108 462,693 1,096,792 323,812

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 480,997 574,463 736,412 326,564 493,788

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 244(127) 212(125) 257(208) 210(120) 290(120)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益について、第34期中は希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため、また、第33期以前は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４  「従業員数」欄の（  ）内は、外書で臨時雇用者数（中間連結会計期間における平均雇用人数を１人１

日８時間で換算し算出、また第32期、第33期は連結会計年度における平均雇用人数を１人１日８時間で

換算し算出）を記載しております。 

 



ファイル名:010_0339100501704.doc 更新日時:2005/04/13 2:28 印刷日時:05/04/13 2:52 

― 3 ― 

(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自 平成14年
  ８月１日
至 平成15年
  １月31日

自 平成15年
  ８月１日
至 平成16年
  １月31日

自 平成16年
  ８月１日
至 平成17年
  １月31日

自 平成14年 
  ８月１日 
至 平成15年 
  ７月31日 

自 平成15年
  ８月１日
至 平成16年
  ７月31日

売上高 (千円) 4,890,347 4,898,106 4,741,371 8,481,178 8,630,111

経常利益又は経常損失
(△) 

(千円) △67,897 27,083 309,154 △359,175 △247,999

中間純利益又は中間(当
期)純損失(△) 

(千円) △55,645 △354,355 269,420 △343,501 △623,012

資本金 (千円) 319,224 319,224 394,224 319,224 319,224

発行済株式総数 (株) 2,448,110 2,448,110 2,948,110 2,448,110 2,448,110

純資産額 (千円) 1,685,938 1,059,386 1,186,650 1,442,863 818,775

総資産額 (千円) 7,432,247 7,600,243 7,048,937 6,635,080 6,648,951

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 589.44 334.53

１株当たり当期純損失 (円) ― ― ― 140.33 254.52

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 15.00 15.00

自己資本比率 (％) 22.7 13.9 16.9 21.7 12.3

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
239
(127)

209
(125)

246
(208)

205 
(120)

285
(120)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 「従業員数」欄の（  ）内は、外書で臨時雇用者数（中間会計期間における平均雇用人数を１人１日８

時間で換算し算出、また第32期、第33期は事業年度における平均雇用人数を１人１日８時間で換算し算

出）を記載しております。 

５  中間連結財務諸表を作成しており、１株当たりの各数値（配当額は除く）の記載を省略しております。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。 

 なお、平成16年9月に、当社主要取引先である流通小売業に対する新たな販促支援ツールの提供、さら

には食品メーカー等への新規販路の拡大を目的に、食品に係る味覚データの分析・提供、および味覚デ

ータによるマーケティング・コンサルティングを事業内容とした、株式会社味香り戦略研究所を設立い

たしました。 

 事業系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

(１)新規 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社（連結子会社）となっており

ます。 

 （名称）  株式会社味香り戦略研究所   （住所）神奈川県横浜市西区 

 （資本金）  70百万円 

 （議決権に対する提出会社の所有割合） 

 78.6% 

 （主要な事業の内容） 

 味覚データの分析・販売、味覚データによるマーケティング・コンサルティング 

 （関係内容） 当社取締役経営企画部長 小柳 道啓が同社の代表取締役に就任しております。 

（注）  特定子会社に該当しております。 
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４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年１月31日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

商業印刷事業 222( 49) 

年賀状印刷事業 12(156) 

プリントハウス事業 6(  1) 

全社(共通) 17(  2) 

合計 257(208) 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３  臨時従業員には、季節工及びパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４  全社(共通)は、総務、経理等の管理部門及び研究開発部門の従業員であります。 

５ 最近半年間において従業員数が33名減少していますが、その理由は印刷業務のアウトソーシングおよび 

不採算受注の削減等の取り組みを行ったためであります。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成17年１月31日現在 

従業員数(名) 246(208) 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３  臨時従業員には、季節工及びパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 最近半年間において従業員数が39名減少していますが、その理由は印刷業務のアウトソーシングおよび 

不採算受注の削減等の取り組みを行ったためであります。 

 

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりません。 

また、労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

 


